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⺠⽣技術の活⽤で脱「学術会議」 防衛省に専⾨組織新設

防衛省は2023年度中に⾃衛隊装備に活⽤できる⺠間の先端技術を検討する専⾨組織を⽴ち上
げる。ミサイルや無⼈機に応⽤可能なセンサーなどを想定する。防衛省を中⼼に軍⺠両⽤技
術を安全保障に⽣かす体制づくりを急ぎ、早期の実装につなげる。

これまで政府内の⼀部や科学者の代表機関である⽇本学術会議などで⺠⽣技術の防衛分野へ
の転⽤に消極的な意⾒があった。22年末に決めた国家安全保障戦略など安保関連3⽂書を踏
まえ、⺠間の技術の取り込みに本格的にカジを切る。

新設する組織がまず⾃衛隊にどのような装備が必要となるか計画を⽴てる。それに基づいて
関連企業や⼤学に提案を募る。既存の研究成果や防衛装備品などで試してみたいものがあれ
ば対価を払って使⽤する仕組みも導⼊する。

新組織は防衛省と防衛装備庁、⾃衛隊を含む200⼈超の体制とする。先端技術を取り⼊れた
装備品の早期実現に関する経費として23年度予算案に2500億円を計上した。⺠⽣技術の取
得や研究への投資に充てる。

記事利⽤について
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安保分野で宇宙やサイバー、電磁波といった新領域が主戦場になり、⼈⼯知能（AI）やロボ
ットといった先端技術は防衛⼒に不可⽋となった。ロシアによるウクライナ侵攻では無⼈機
がミサイルの代わりに攻撃を担う例が多く、重要性が再認識された。

⽶中など主要国は「デュアルユース」といわれる軍⺠両⽤の先端技術を国防に⽣かしてい
る。産官学⼀体で優位性を競っているため開発も早い。⾃衛隊が⽶欧と防衛⾯で協⼒してい
くには同等のレベルの能⼒を確保する必要がある。

まずは⻑距離でもミサイルで敵を狙えるスタンド・オフ防衛能⼒やドローンなど無⼈装備、
⼤容量で⾼速度の通信技術への活⽤を狙う。実験後に実際に採⽤するかを決め、重要度が⾼
いものは5年以内に装備転⽤、10年以内に部隊で運⽤する段取りを描く。

防衛装備の研究開発は着⼿から10年以上かかることもある。安保環境の急速な変化を受け、
集中的に投資をして従来よりも短い期間で技術を得られるようにする。

防衛機密を守る観点から調達先は国内の企業や⼤学、研究機関を対象にする。⾃衛隊が求め
る装備の仕様が分かれば、⽇本の防衛能⼒の概要が他国に伝わりかねないからだ。

防衛装備庁には⽶国防総省の国防⾼等研究計画局（DARPA）を参考にした新たな研究機関を
設ける。企業や⼤学の研究者とチームを組み、コスト⾯などから⺠間にはリスクの⾼い研究
に投資をして技術の活⽤⽅法を探る。

従来、政府内では⾸相や⽂部科学相、経済産業相などが参加する「総合科学技術・イノベー
ション会議」が先端研究の司令塔を担ってきた。防衛相は同会議のメンバーではなく、⾃衛
隊の装備⾯での需要を反映しにくい問題が指摘されていた。

⽇本学術会議も「軍事研究をしない」という⽅針を掲げ、⺠⽣技術の安保活⽤が難しかった
事情がある。⽇本学術会議は22年7⽉にデュアルユース研究を事実上容認する⾒解を発表
し、政府の⽴場に⼀定の歩み寄りをみせた。

政府は今夏にまとめる24年度予算の概算要求から、各省の科学技術研究費を特別枠で拠出し
て先端技術を安保に活⽤する仕組みを新設する。

現在は政府全体の科技予算のうち防衛省の所管分は5%に満たない。国防向けが全体の5割ほ
どを占める⽶国や1割近い英国、フランスに⽐べ少ない。防衛省の取り組みに加えて省庁横断
で向き合う体制を鮮明にする。


